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山梨県 解体工事（施工体制評価型）総合評価試行要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、山梨県が発注する解体工事の請負契約において、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０の２の規定に基づき、価格及びその他の

条件が最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とする総合評価の実施において

解体工事における施工体制を審査する方式の試行に関して必要な事項を定めるものとし、

その実施に関しては、この要領に定めるもののほか、山梨県建設工事総合評価活用ガイ

ドライン、山梨県建設工事総合評価実施要領の定めるところによるものとする。 

 

（対象工事） 

第２条 総合評価落札方式により行う一般競争入札のうち、入札参加資格を解体工事業と

して発注する１千万円以上の解体工事を対象とする。 

 
（総合評価落札方式のタイプ） 

第３条 本要領による執行にあたっては、特別簡易型（Ⅰ）、特別簡易型（Ⅱ）、簡易型を

用いるものとする。 
 

（評価の方法） 

第４条 総合評価落札方式で定める評価の方法については、別記「落札者決定基準」によ

るものとする。 

 

（入札参加者への周知） 

第５条 発注機関の長は、入札参加者に対し入札公告により次の事項を周知するものとす

る。 

（１）解体工事（施工体制評価型）総合評価落札方式を採用していること。 

（２）「入札参加資格確認資料作成要領」に定められたすべての様式を提出すること。  

（３）価格以外の評価点の評価項目及びその配点に関すること。 

（４）落札者の決定方法に関すること。 

（５）総合評価に関する審査結果が公表されること。 

（６）価格以外の評価点について疑義の照会ができること。 

 

（施工体制履行の確保） 

第６条 落札者の提示した施工体制は契約内容となるため、発注者は当該工事の契約後速

やかに、その項目を含めた施工計画書の提出を請負者に求め、具体的な内容を両者確認

のうえ、実施状況等を確認していく。なお、請負者の責により提出資料どおり履行がな

されていないと判断された場合は、所管事務所で審議し「山梨県建設工事成績評定要領」

に基づき的確に工事成績に反映するものとし、施工体制の適正な履行の確保及び評価を

行うものとする。 
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（その他） 

第７条 発注機関の長は、本要領の執行に関して疑義が生じた場合は、技術審査会におい

て協議し対応するものとし、必要に応じて委員会に諮るものとする。 

 

附 則 

１ 本要領は、平成２５年４月１日から適用する。 

２ 平成２６年 ４月１日 一部改正 

３ 平成２７年 ４月１日 一部改正 

４ 平成３０年 ４月１日 一部改正 

５ 令和元年 １０月１日 一部改正 

６ 令和２年  ４月１日 一部改正 

７ 令和３年  ４月１日 一部改正 

８ 令和４年  ４月１日 一部改正 

９ 令和５年  ４月１日 一部改正 

１０ 令和５年 １０月１日 一部改正 

１１ 令和６年  ４月１日 一部改正 
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別 記  「落 札 者 決 定 基 準」  

 

山梨県 解体工事（施工体制評価型）の「落札者決定基準」は、山梨県建設工事総合評

価実施要領の別記１「落札者決定基準」を適用し、次の評価項目等を変更、追加するもの

とする。 

 

（評価基準の変更） 

配置予定技術者の能力 

     （※１） 
       評 価 基 準 評価点 

 

 

 

６ 資格 

 

 

１級土木施工管理技士又は同等以上の資格を有

する者で、かつ解体工事施工技士 
2 

１級土木施工管理技士又は同等以上の資格を有

する者 
1 

上記以外の工事施工等に係わる資格 0 

（評価項目の追加）  

 企業の施工体制の評価 

       （※９） 
       評 価 基 準 評価点 

 20 自社雇用の技能者 

  配置状況 

当該工事に１人以上の自社雇用の技能者を従事 1 

その他 0 

21 自社保有機械の 

  配置状況 
自社保有の解体用重機で施工 1 

その他 0 

 

（選択しない評価項目） 

「１」企業の技術力中の「８ 優良工事技術者表彰」、「１６ 優良工事表彰の有無」

については、評価項目としない。 

 

 

※１ 解体工事施工技士については、「(社)全国解体工事業団体連合会」認定の資格を

有する者とする。 

配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者と

することができる。この場合、審査資料は、すべての配置予定技術者について提

出するものとし、配置予定技術者ごとに「配置予定技術者の能力」及び「地域精
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通度－近隣地域での施工実績」についての評価点を合計し、最も低い評価を受け

た者をもって評定点とする。 

同等以上の資格とは、解体工事の監理技術者となることができる国家資格のこと。 

    

 ※９ 以下の解体工事の施工体制が確保される場合は、評価するものとする。 

     ①技能者が従事する場合 

      労働安全衛生法による車両系建設機械（解体用）運転技能講習（平成２５年

７月１日以後に開始された講習に限る。）を修了した者で３ヶ月以上の雇用

関係のある当該技能者を現場に配置し、解体用重機運転作業に従事が可能で

あること。 

なお、車両系建設機械（解体用）運転技能講習は、平成２５年７月１日から

平成２７年６月３０日までの間に行われる都道府県労働局長の定める講習

（技能特例講習）を含む。                       

また、解体用重機とは、労働安全衛生法施行令別表第７第６号１及び２に掲

げる建設機械で次のものをいう。 

       ブレーカ、鉄骨切断機、コンクリート圧砕機、解体用つかみ機 

     ②自社保有の解体用重機で施工が可能の場合 

      バックホウ２台以上及び解体用重機に取付ける解体用アタッチメントの圧砕

機または切断機１台以上を保有し（長期リースを含む）、当該解体用重機を

現場に配置して解体工の工程で使用が可能であること。 

      ただし、バックホウについては、新JIS規格バケット容量0.28m3以上（旧JIS

規格0.25m3以上）の解体用アタッチメント取付可能機種であること。 

   

なお、上記①及び②が確認できる資料として、技術評価様式２１に記載された資 

    料を添付すること。 



様式１－１ （簡易型）

令和○○年度

企業の
施工技術

工
程
管
理

品
質
確
保

施
工
上
の
課
題

安
全
管
理

施
工
上
の
配
慮

技
術
者
の
資
格

同
種
工
事
の
実
績

工
事
成
績

継
続
教
育

専
門
技
術
力

理
解
度
･
取
り
組
み
姿
勢

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ｹｰ

ｼ
ｮ
ﾝ
能
力

同
種
工
事
の
実
績

工
事
成
績

事
故
及
び
不
誠
実
な
行
為

Ｉ
Ｓ
Ｏ
認
証
取
得

I
C
T
施
工
技
術
の
活
用

技
能
者
の
配
置
状
況

機
械
の
配
置
状
況

近
隣
工
事
会
社
実
績

近
隣
工
事
技
術
者
実
績

本
店
所
在
地

災
害
協
定

防
疫
対
策
協
定

維
持
管
理
業
務
委
託

除
雪
業
務
委
託

耕
作
放
棄
地
等
解
消

そ
の
他
の
地
域
貢
献

若
手
技
術
者
の
育
成

技
能
者
の
登
録

新
規
雇
用
の
実
績

合
計

選択
項目 － － － ○ ○ － ○ ○ ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ － － ○ ○ ○ 21項目 難易度 Ⅲ

30点 － － － 10 10 － 2 4 1 － － － 2 4

（
減
点

）

1 1 1 1 3 1 2 2 － 1 1 － － 2 2 1 52点

易・やや難
・難判定

難

選択
項目

0項目 難易度

0点

易・やや難
・難判定

選択
項目

0項目 難易度

0点

易・やや難
・難判定

選択
項目

0項目 難易度

0点

易・やや難
・難判定

選択
項目

0項目 難易度

0点

易・やや難
・難判定

選択
項目

0項目 難易度

0点

易・やや難
・難判定

必要な説明図面を添付すること

学　識　経　験　者　氏　名 意　見　聴　取　日

令和　　　年　　　月　　　日

令和　　　年　　　月　　　日

落札者決定時の意見聴
取：

　　　　　　　　要　・　不要

6

落札者決定時の意見聴
取：

　　　　　　　　要　・　不要

5

落札者決定時の意見聴
取：

　　　　　　　　要　・　不要

4

落札者決定時の意見聴
取：

　　　　　　　　要　・　不要

3

落札者決定時の意見聴
取：

　　　　　　　　要　・　不要

2

落札者決定時の意見聴
取：

　　　　　　　　要　・　不要

地域貢献度 企業の取組

1
○○課
（○○課）

○○解体工事 ○○市○○町△△地内 建物解体工　　1式 120
一般競争入札

（簡易型）

　　学識経験者の意見 備考

企　　業　　の　　技　　術　　力 企業の信頼性社会性

施工計画 配置予定技術者 ヒアリング 企業の施工実績 施工体制 地域精通度

総合評価落札方式による発注予定箇所一覧 解体工事（施工体制評価型）

ＮＯ
執行所属

（所轄所属）
工事名 工事箇所 工事概要

概 　算
工事費

（百万円）

入札方式
（総合評価
の種類）

加
算
点
の
満
点

評価項目及び配分点
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様式４－１

総　合　評　価　落　札　方　式　に　関　す　る　評　価　調　書 解体工事（施工体制評価型）

契約番号
入札方式

（総合評価の種類）

一般競争入
札

(簡易型)

【評価基準】

企業の
施工技術

工程管理 品質確保
施工上の

課　題
安全管理

施工上の
配　慮

資　格
同種工事の
施工実績

工事成績
継続教育

（CPD)
同種工事の
施工実績

工事成績
事故及び

不誠実な行
為

ＩＳＯ認証
取得状況

ＩＣＴ施工技
術の活用

技能者の
配置状況

機械の配置
状況

近隣工事
会社実績

近隣工事
技術者実績

本店所在地 災害協定
防疫対策

協定
維持管理
業務委託

除雪
業務委託

耕作放棄地
等解消

その他の
地域貢献

若手技術者
の育成

技能者
の登録

新規雇用
の実績

【価格以外の評価結果】

企業の
施工技術

工程管理 品質確保
施工上の

課　題
安全管理

施工上の
配　慮

資　格
同種工事の
施工実績

工事成績
継続教育

（CPD)
同種工事の
施工実績

工事成績
事故及び

不誠実な行
為

ＩＳＯ認証
取得状況

ＩＣＴ施工技
術の活用

技能者の
配置状況

機械の配置
状況

近隣工事
会社実績

近隣工事
技術者実績

本店所在地 災害協定
防疫対策

協定
維持管理
業務委託

除雪
業務委託

耕作放棄地
等解消

その他の
地域貢献

若手技術者
の育成

技能者
の登録

新規雇用
の実績

① ② ③－１ ③－２

※1：加算点は、小数第４位を四捨五入し第３位まで表示

　　　加算点＝（得点／最高得点）×

※2：評価値は、小数第４位を四捨五入し第３位まで表示落札者決定基準値

③-2低入基準価格
（税抜き） （税抜き） の80% の95%

低入札調査基準価格 ①入札書比較価格 ②基準評価値 ③-1平均評価点

落札者 備　考 学　　識　　経　　験　　者　　の　　意　　見　　聴　　取

氏　　　　　名

評価点の平均

【総合評価結果】

入　　札　　者
入札金額（税抜き）

（Ａ）
低入札

落札者決定基準(失格基準) 加算点※
１

（Ｂ）

技術評価点
（Ｃ）＝１００＋（Ｂ）

評価値　※２
（Ｃ／Ａ）×100,000,000

企業の施工体制評価 地　域　精　通　度 地　域　貢　献　度 企業の取組

配　　点

入　　札　　者

企　　　　業　　　　の　　　　技　　　　術　　　　力 企　業　の　信　頼　性　社　会　性

合計
加算点※

１

施          工          計          画 配  置  予  定  技  術  者  の  能  力 企　　業　　の　　施　　工　　実　　績

企　業　の　信　頼　性　社　会　性

合計

加算点の
満　点施          工          計          画 配  置  予  定  技  術  者  の  能  力 企　　業　　の　　施　　工　　実　　績 企業の施工体制評価 地　域　精　通　度 地　域　貢　献　度 企業の取組

評　価　項　目

企　　　　業　　　　の　　　　技　　　　術　　　　力

執行所属（所轄所属） 工　　事　　名 工　　事　　箇　　所 予定価格（税込み） 工　　　　　事　　　　　概　　　　　要

※評価項目の表示は簡易型の例
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（　別　　　表　）     解体工事（施工体制評価型）総合評価

特別簡易型
（Ⅰ）

特別簡易型
（Ⅱ） 簡易型

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、工夫が見られる １０

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られる ５

現場条件を踏まえ適切である ０

未記入、または不適切である 欠格

１級土木施工管理技士又は同等以上の資格を有する者で、かつ解体工事施
工技士

２

１級土木施工管理技士又は同等以上の資格を有する者 １

上記以外の工事施工に係わる資格 ０

主任（監理）技術者として同種工事の実績あり ２

監理技術者補佐又は担当技術者として同種工事の実績あり １

その他 ０

表彰の実績あり －

表彰の実績なし －

８２点以上 ４

８０点以上８２点未満 ３

７８点以上８０点未満 ２

７２点以上７８点未満 １

７２点未満又は成績実績なし ０

取組状況が優良 １

取組なし又は取組状況が上記未満 ０

実績として挙げた工事の担当分野に中心的・主体的に参画し、創意工夫等の
積極的な取り組みが確認できる

４

実績として挙げた工事の担当分野において適切な工事管理を行ったことが確
認できる

２

その他 ０

当該工種について適切に理解した上で、施工上の提案等積極的な取り組み
姿勢が見られる

４

当該工種について適切に理解している ２

その他 ０

質問に対する応答が明快、かつ迅速である ２

その他 ０

都道府県又は国機関の同種工事の施工実績あり ２

市町村・公営企業等などの同種工事の施工実績あり １

その他 ０

８２点以上 ４

８０点以上８２点未満 ３

７８点以上８０点未満 ２

７２点以上７８点未満 １

７２点未満又は成績実績なし ０

過去２ヶ年度のそれぞれの平均点が６０点未満、または前年度以降において
５５点未満の工事成績のあるもの

-２

特別表彰の実績あり －

表彰の実績あり（特別表彰との重複はしない） －

表彰されなかったが、評価要件を満たす工事の実績 あり（表彰との重複はしない） －

上記以外 －

指名停止（３ヶ月以上） -４

指名停止（１ヶ月以上３ヶ月未満） -２

指名停止（１ヶ月未満） -１

ＩＳＯ９００１又は１４００１の認証を取得済み １

認証を未取得 ０

活用あり １

活用なし ０

当該工事に１人以上の自社雇用の技能者を従事 １

その他 ０

自社保有の解体用重機で施工 １

その他 ０

近隣地域で施工実績あり ３

近隣地域で施工実績なし ０

近隣地域で施工実績あり １

近隣地域で施工実績なし ０

工事箇所と同一の市町村内に本店を有する ２

工事箇所と同一の建設事務所管内に本店を有する １

その他 ０

協定の締結あり ２

協定の締結なし ０

受託実績あり １

受託実績なし ０

受託実績あり １

受託実績なし ０

実績あり １

実績なし ０

活動実績等あり １

活動実績等なし ０

国家資格を有する若手技術者を配置予定技術者又は担当技術者として配置
あり

２

国家資格を有しない若手技術者を担当技術者として配置あり 1

上記以外 ０

建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の　登録あり ２

登録なし ０

学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が２年以上５年未満の雇用実績あ
り

１

上記条件の雇用実績なし ０

◎必須項目 ○選択項目

工事箇所と同一の建設事務所管内に本店を有する ２

県内に本店を有する １

その他 ０

　　　【入札参加者が県外のみと想定される場合】は、評価項目としないことができる。

大項目 N０ 評　価　項　目 評　価　基　準 評価点
項目別
配点

総合評価の種類

①

企

業

の

技

術

力

施

工

計

画

1 工程管理に係わる項目 １０

選

択

し

な

い

選
択
し
な
い

１～２項目を

選択する。

（必須項目）

2 品質確保に係わる項目 〃 〃 〃

3 施工上の課題に係わる項目 〃 〃 〃

4 安全管理に係わる項目 〃 〃 〃

5 施工上配慮すべき項目 〃 〃 〃

配
置
予
定
技
術
者
の
能
力

6 資　格 ２ ◎ ◎

8 優良工事技術者表彰 － 選択しない

7 同種工事の施工実績 ２ ◎ ◎

選択しない

9
工事成績
　工事成績評定点の平均点

４ ◎ ◎

10 継続教育（ＣＰＤ）の取組状況 ※４ １ ◎ ◎

配
置
予
定
技
術
者
の

ヒ
ア
リ
ン
グ

11 技術者の専門技術力

１０

○ ○

12 当該工事の理解度・取り組み姿勢 ○ ○

13 技術者のコミュニケーション能力 ○ ○

企
業
の
施
工
実
績

14 同種工事の施工実績 ２ ◎ ◎ ◎

15
工事成績
　当該工種での工事成績評定点
　の平均点

４ ◎ ◎ ◎

16 優良工事表彰 － 選択しない 選択しない 選択しない

◎

17 事故及び不誠実な行為 -４ ◎ ◎ ◎

ＩＣＴ施工技術の活用　※１ １ ○ ○

18 ＩＳＯ認証取得状況 １ ◎ ◎

○

企
業
の
施

工
体
制
の

評
価 20 自社雇用の技能者配置状況 １ ◎ ◎ ◎

企業の
施工技術

19

21 自社保有機械の配置状況 １ ◎ ◎ ◎

②
企
業
の
信
頼
性
・
社
会
性

地
域
精
通
度

1 地理的条件（企業）　※２ ３ ◎

3 本店所在地　※３ ２ ◎

◎ ◎

2 地理的条件（配置予定技術者） １ 選択しない ◎ ◎

◎ ◎

地
域
貢
献
度

4 災害協定等の締結 ２ ◎ ◎ ◎

5
土木施設等緊急維持修繕業務
委託の実績

１ ○ ○ ○

6 除雪業務委託の実績 １ ○ ○ ○

7 耕作放棄地等の解消 １ ○ ○ ○

8 その他の地域貢献 １ ○ ○ ○

9 若手技術者の育成 ２ ◎ ◎

11 新規雇用の実績 １ ◎ ◎

10
技能者の登録
（全ての工事）

２ ◎ ◎ ◎

◎

企
業
の
取
組

◎

※１　　「ＩＣＴ活用工事試行要領」等の定めのある部局において、ＩＣＴ施工技術の活用を「受注者希望型」として公告する工事に適用する。

※２　近隣地域の範囲は特別簡易型（Ⅰ）（5千万円未満）「旧市町村」、　特別簡易型（Ⅰ）・特別簡易型（Ⅱ）・簡易型（8千万円未満）「現市町村」、

　　　　特別簡易型（Ⅰ）・特別簡易型（Ⅱ）・簡易型・標準型（8千万円以上　建設事務所管内（4分割））

※３　【入札参加者が県内企業に限られない場合】は、以下の「評価基準」と「評価点」を用いる。

※４　令和５年４月１日以降に公告する対象工事において、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、当面の間、推奨単位の取得と「公告日から過去２年以内に証明期間の一部が含まれていること。」の
      証明がある場合について評価する。

-7-


	!!240319（赤字）1山梨県解体工事総合評価試行要領【R6.4.1一部改正】
	!!240319（赤字）2解体工事　様式1-1・4-1【R6.4.1一部改正】
	!!240319（赤字）3解体工事　（別表）【R6.04.01一部改正】

